
別紙２

（申請者名）

（申請区分）

□ 複数者連携型

（支援金対象事業）

（導入年月） 令和　　 年　　　月 （補助率）

メーカー名 製品名 型　式
導入費用（円）

（消費税抜き）
（導入関連費を含む）

申請額（円）
（※）

合計

□ ⑶協力会社と連携した輸送網の集約、配送の共同化など、輸配送の効率化に
　　　 必要なシステム導入

□ ⑷上記⑴から⑶以外で、(公社)広島県トラック協会が、改正物流法への対応に
　　必要と認めたシステム導入

□ 単独型（車載器導入無し）

□ 単独型（車載器導入有り）　別紙２－２を添付すること。

システム導入内訳書

（いずれかにチェックを入れること。）

□ ⑵実運送体制管理簿の作成に必要な情報（「請負階層」など）を適切に集計・管理
　　 　する下請構造の可視化に必要なシステム導入

□ ⑴原価管理、労務管理、運行別の売上・粗利分析など、運送業務に係るデータを
　　　 可視化して荷主等との交渉や経営改善を行うために必要なシステム導入

※ ●単独型

支援基準額 3,000千円／件 補助率 １／３以内

ただし、デジタル式運行記録計等の車載器導入を伴う場合、支援基準額 最大4,500千円／件

●複数者連携型

支援基準額 5,400千円／件 補助率 小規模事業者２／３以内、それ以外の事業者１／２以内

グループ構成員の費用負担割合が分かるものを添付すること。


